
すさみ町新庁舎町民ホール売店等管理運営業務委託仕様書


すさみ町新庁舎町民ホール売店等（以下「施設」という。）の管理運営事業者（以下「事業者」という。）が行う業務の内容及びその範囲については、関係法令等によるもののほかこの仕様書によるものとする。

１ 目的
本仕様書は、施設の事業者が行う業務の内容及び履行方法について定めることを目的とする。

２　名称及び所在地 
（１）名    称 　　 すさみ町新庁舎町民ホール
（２）所 在 地      すさみ町周参見2818-1	

３　施設の概要
（１）用　  途　　　売店・カフェ等の店舗
（２）貸付面積　　　45.5㎡（別紙平面図参照）
（３）駐 車 場　　　あり（来客用・職員用）
（４）設  　備　　　カウンター、シンク２、テーブル型冷蔵冷凍庫、業務用電磁調理器２、ストック用冷蔵冷凍庫、ソフトクリームサーバー、商品陳列棚、作業台、換気設備、電源等
（５）参　　考　　　職員数：１０２名、来庁者数：約７０人/日

４　営業時間及び休館日 
（１） 営業時間 
午前８時３０分から午後５時１５分までを基本とする。

（２） 休業日 
事業者は、必要であると認めたときは、あらかじめ町長の承認を得て施設の休業日を設定、又は営業時間を変更することができる。 

[bookmark: _GoBack]５　管理委託業務の内容 
（１）業務の基準
（ア）施設の運営及び設備の維持管理に関する業務 
（イ）利用者へのサービスの向上のための物品の販売、飲食物提供等に関する業務 
（ウ）その他、町長が必要と認める業務  
（２）施設の管理運営に関する業務 
施設の機能等を良好に保ち、円滑な運営を行うため、次に定める管理項目により、効果的、効率的な施設管理を実施すること。 
なお、実施に際しては、必要な官公署の免許、許可、認可等を受けるものとし、業務の一部を委託する場合は、再委託先が必ず同業務の実施に必要な免許等を有していること。 
ア　建物及び設備の保守管理 
建物の内装については、ひび割れ、はがれ等による機能低下を防ぐともに美観の維持に努めること。また、定期点検を適切に行い、施設や設備の機能管理に努めること。 
施設の損傷や機能低下を発見した場合は、すぐに本町に報告し、対応を協議すること。
イ　備品等の保守管理 
本町から借り受けた備品の適正な管理を行うこと。
ウ　清掃
施設内の環境を維持するため、適切な清掃業務を行うこと。 
エ　危機管理 
緊急時における通報連絡体制の確立や対応マニュアルの整備を行い、適格かつ迅速な対応が図られるよう務めるとともに、定期的な避難訓練、防災訓練を実施することにより職員の防災対応能力の向上を図ること。 
なお、不慮の事故が発生した場合は、その原因、状況等を記載した事故発生報告書を、事故が完結した場合は、事故結果報告書を本町に提出すること。 
また、災害により管理物件に被害があった場合は、その状況等内容を記載した災害報告書を本町に提出すること。 
（４）その他自主事業 
事業者は、利用者及び来庁者への各種サービスの提供の拡大、さらには施設の効果的な運用という観点から、自らの責任において様々な企画やイベントを積極的に行うこと。
 
６　職員の配置等 
事業者は、前項に規定する管理運営業務（以下「本業務」という。）を実施するため、適正な人員を配置すること。 
また、職員の資質向上を図るため、研修を実施し施設の運営等に関して必要な知識や技術の習得に努めること。 

７　修繕、保守管理 
（１）修繕 
ア　施設の改築、増築、移設（以下「改築等」という。）については、本町が負担し実施するものとする。
イ　事業者が自己の事情により改装等施設の現状を変更しようとするときは、あらかじめ本町の承認を受けるものとし、その費用は事業者が負担するものとする。
また、事業者は、そのものについての権利を将来にわたり主張することができないものとする。
ウ　施設の管理に係る機械備品類の高額な修繕（20万円以上）の経費負担については、本町と事業者が協議するものとする。
８　リスク管理及び責任分担 
事業者の維持管理の不備（故意又は過失）により利用者等に損害を与えた場合は、原則として事業者が賠償責任を負うものとする。
その他の指定管理期間内における主なリスクについては、別記１の「リスク分担表」の負担区分を前提とし、これ以外のリスクに関する対応については、別途協議するものとする。
 
９　保険への加入 
事業者は、本仕様書に定める自らのリスクに対して、賠償責任保険に加入すること。（建物損害保険については本町で加入） 
 
10　事業計画書及び収支計画書の提出 
事業者は、毎年度、本町が指定した期日までに、申請書に添付した事業計画書及び収支計画書を提出し、本町の承認を得なければならない。 


11　事業実績報告書の提出 　
事業者は、毎年度終了後30日以内に次の事項を記載した事業実績報告書を提出しなければならない。 
（１）本業務の実施状況 
（２）施設の利用状況 
（３）売上の収支状況等 
（４）その他町長が指示する事項 

12　事業者に対する監督、監査 
　（１）本町は、事業者に対して経費の状況等に関して実地に検査し、又は必要な指示をすることができる。 
　（２）本町は、事業者が本業務にかかる法令並びに仕様書及び契約書に従わない場合や、施設の適正な管理に著しい支障が生じる恐れがある場合は、契約を解除することができる。
 
13　業務の継続が困難となった場合の措置 
（１）本町は、事業者の責めに帰すべき事由により本業務の遂行が困難となった場合、又は事業者の財務状況が著しく悪化し、本業務の継続が困難と認められる場合は、指定を取り消すことができる。この場合において、本町に損害が生じた場合には事業者は本町に賠償するものとする。
（２）不可抗力等、本町又は事業者双方の責めに帰することができない事由により本業務の継続が困難となった場合、本町と事業者は、施設運営の継続の可否について協議するものとし、本業務の継続が困難と判断した場合、本町は事業者との契約を解除すものとする。 

14　情報公開 
事業者は、本業務の公平性及び透明性の向上を図るため、すさみ町情報公開条例（平成15年条例第1号）の規定に準じ、施設の管理に関する情報の公開の推進を図ることとする。  

15　契約に関する事項 
本町と事業者は、本業務を実施する上で必要となる詳細事項について協議を行い、これに基づき契約を締結する。 

16　法令等の遵守 
本業務を遂行するにあたっては、次の関係法令等を遵守すること。 
（１）地方自治法 
（２）すさみ町条例 
（３）すさみ町条例施行規則 
（４）その他関係法令

17　業務を実施するにあたっての留意事項 
（１）施設の運営にあたっては、公正な運営を行うこととし、特定の個人、団体に有利あるいは不利になる取扱いをしないこと。 
（２）本町と連携を図った運営を行うこと。 
（３）事業者が本業務にかかる各種規定、要項を作成する場合は、本町と協議を行うこと。
（４）業務の一部を委託する場合は本町の許可を得ること。
 
18 その他の事項 
（１）契約期間以前に要する経費の負担 
新たな事業者が業務を引継ぐために要する費用は、当該事業者が負担するものとする。
（２）業務の引継ぎ 
事業者が契約期間満了又は契約の解除により、次期事業者に業務を引継ぐ際は、円滑な引継ぎに協力するとともに必要な資料の提供や諸手続きの変更に協力するものとする。 
　（３）施設利用の優先
　　　　本施設は、本町が主催する行事・催し等の利用を優先するものとする。　
（４）疑義の協議 
この仕様書に規定するもののほか、本業務の内容及び処理について定めのない事項又は疑義が生じた場合については、本町と事業者が協議し決定するものとする。









別記１
リスクの分担表

	種　類
	内　　　　　　容
	負　担　者

	
	
	本町
	事業者

	物価変動
	人件費、物品費等の物価変動に伴う経費の増

	
	○

	金利変動
	金利の変動に伴う経費の増

	
	○

	周辺地域・住民及び施設利用者への対応

	地域との協調
	
	○

	
	施設管理、運営業務内容に対する住民及び施設利用者からの苦情・要望等への対応
	
	○

	法令の変更
	施設管理、運営業務に影響を及ぼす法令変更

	○
	

	
	事業者に影響を及ぼす法令変更

	
	○

	税制度の変更
	施設管理、運営業務に影響を及ぼす法令変更
（消費税等）
	○
	

	
	事業者に影響を及ぼす税制変更 
（法人税等）
	
	○

	政治、行政的理由による事業変更
	政治、行政的理由から施設管理、運営業務の継続に支障が生じた場合、又は業務内容の変更を余儀なくされた場合の経費及びその後の維持管理経費における当該事情による増加経費負担 
	○
	

	不可抗力
	不可抗力（暴風、豪雨、洪水、地震、落盤、火災、狂乱、暴動その他、本町又は指定管理者のいずれかの責めにも帰すことのできない自然的又は人為的な現象）に伴う、施設、設備の修復による経費の増加及び事業履行不能
	○
	

	書類の誤り



	仕様書等、本町が責任を持つ書類の誤りによるもの
	○
	

	
	事業計画等事業者が提案した内容の誤りによるもの
	
	○

	資金調達
	経費の支払い遅延（本町➝事業者）によって生じた事由
	○
	

	
	経費の支払い遅延（事業者➝業者）によって
生じた事由
	
	○

	種　類
	内　　　　　　容
	負　担　者

	
	
	町
	事業者

	施設・設備の損傷
	経年劣化によるもの（極めて小規模なもの）

	
	○

	
	経年劣化によるもの（上記以外）

	○
	

	
	第三者の行為から生じたもので相手方が特定できないもの（極めて小規模なもの）
	
	○

	
	第三者の行為から生じたもので相手方が特定できないもの（上記以外）
	○
	

	展示物等の損傷

	第三者の行為から生じたもので相手方が特定できないもの（極めて小規模なもの）
	
	○

	
	第三者の行為から生じたもので相手方が特定できないもの（上記以外）
	○
	

	第三者への賠償
	管理者としての注意義務を怠ったことにより損害を与えた場合
	
	○

	
	上記以外の理由により損害を与えた場合

	○
	

	セキュリティ
	警備不備による情報漏洩、犯罪発生

	
	○

	事業終了時の費用
	契約期間の終了又は期間中途において業務を廃止した場合における事業者の撤収費用
	
	○





